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運送業が直面する諸課題の克服に向けた対策セミナー

～社会が注目する運送業の持続的発展に

つなげる労働環境改善のために～

労働災害防止と今後求められる職場環境整備



説明内容

１ 宮城労働局管内の労働災害発生状況

２ 荷役作業時の安全対策

３ 労働安全衛生法等の改正

４ 職場における熱中症対策の強化

５ 高年齢労働者の安全対策



１ 宮城労働局管内の労働災害発生状況

※新型コロナウイルス感染症によるものを除く。出典：労働者死傷病報告 出典：死亡災害報告

⚫ 令和６年の休業４日以上の死傷者数は、令和５年から123人減少（4.8%減少）

⚫ 陸上貨物運送事業では、令和５年から12人減少（3.6%減少）
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１ 宮城労働局管内の労働災害発生状況

※新型コロナウイルス感染症によるものを除く。出典：労働者死傷病報告 出典：死亡災害報告

⚫ 令和６年の死亡者数は、令和５年から８人減少（42.1%減少）
⚫ 陸上貨物運送事業は令和５年と同数
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１ 宮城労働局管内の労働災害発生状況
⚫ 令和６年の死亡者数は、令和５年から８人減少（42.1%減少）
⚫ 陸上貨物運送事業は令和５年と同数
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令和６年全期
１月～６月の発生状況 ※2 前年との

令和６年 令和７年 増減比較

死傷者数 死亡 死傷者数 死亡 死傷者数 死亡 数 （％）

全 産 業 2,420 11 974 6 1,035 4 61 6.3％

陸上貨物
運送業※1

317 1 146 1 147 1 0.7％

道路貨物
運送業

297 134 145 11 8.2％

陸上貨物
取扱業

20 1 12 1 2 -10 -83.3％

※１ 陸上貨物運送業は、道路貨物運送業及び陸上貨物取扱業の合計
※2 災害件数は翌年３月末で確定。



１ 宮城労働局管内の労働災害発生状況

⚫ 業種別割合
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１ 宮城労働局管内の労働災害発生状況（令和6年）

⚫ 事故の型別の状況
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全産業（2,420人） 陸上貨物運送事業（317人）



１ 宮城労働局管内の労働災害発生状況（令和6年）

⚫ 起因物別の状況
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全産業（2,420人） 陸上貨物運送事業（317人）



１ 宮城労働局管内の労働災害発生状況（令和6年）

⚫ 被災程度別の状況
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全産業（2,420人） 陸上貨物運送事業（317人）



１ 宮城労働局管内の労働災害発生状況（令和6年）

⚫ 年齢別の状況
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全産業（2,420人） 陸上貨物運送事業（317人）
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１ 宮城労働局管内の労働災害発生状況（令和6年）

出典：労働者死傷病報告

⚫ 経験年数別の状況
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全産業（2,420人） 陸上貨物運送事業（317人）



１ 宮城労働局管内の労働災害発生状況（令和6年）

⚫ 死亡災害事例（令和６年５月）
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発生状況

貨物船の船倉へヤシ殻（バイオマス燃料）を積み込む
作業を開始する際に船倉内に入りヤシ殻の上で待機して
いたところ、意識を失った

発生原因

・酸素濃度を測定せずに、酸素欠乏状態となっていた船
倉内に立ち入った
・安全な作業手順を検討していなかった



１ 宮城労働局管内の労働災害発生状況（令和５年）

⚫ 死亡災害事例（令和５年９月）
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発生状況

貨物船倉内でバラ荷の集積作業において、ブルドー
ザーを操縦して山になったバラ荷の山を超えた際、操縦
席から振り落とされ、ブルドーザーに轢かれた

発生原因

・シートベルトを着用していなかった
・作業計画が作成されていなかった
・視界が十分確保できない状態の作業で誘導者を配置し
なかった



１ 宮城労働局管内の労働災害発生状況（令和５年）

⚫ 死亡災害事例（令和５年８月）
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発生状況
ウイング車から荷崩れしたロールボックスパレットの

荷下ろし準備作業に従事していた被災者が、荷台後方か
らロールボックスパレットと共に転落し、下敷きになっ
た。

発生原因

・荷崩れした場合の荷卸し（非定常作業）について、安
全な作業手順を検討していなかった
・ロールボックスパレット及び荷の合計重量は約400ｋ
ｇであり、一の荷が100ｋｇ以上であるところ、単独作
業をさせた



２ 荷役作業時の安全対策
⚫ 労働安全衛生規則が改正
⚫ 「昇降設備の設置」「保護帽の着用」「テールゲートリフターの操作に係る特別教
育」が義務化
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昇降設備の設置

荷を積み卸す作業を行うときに、昇降設備の設置義務の対象となる貨物自動車に
ついて、最大積載量 が 5 トン以上のものに加え、2 トン以上 5 トン未満が追加



２ 荷役作業時の安全対策
⚫ 労働安全衛生規則が改正
⚫ 「昇降設備の設置」「保護帽の着用」「テールゲートリフターの操作に係る特別教
育」が義務化
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保護帽の着用

荷を積み卸す作業を行うときに、保護帽を着用させる義務の対象となる貨物自
動車について、 最大積載量が 5 トン以上のものに加え、以下のものが追加
①最大積載量が 2 トン以上 5 トン未満の貨物自動車であって荷台の側面が構造
上開放されているもの又は構造上開閉できるもの（平ボディ車、ウイング車等）
②最大積載量が 2 トン以上 5 トン未満の貨物自動車であって、テールゲートリ
フターが設置されているもの
保護帽は、型式検定に合格した「墜落時保護用」のものを使用する

保護帽の区分

保護帽（産業用ヘルメット）には上記
の区分別及びそれらを組み合わせた種類
があり、作業内容ごとに使用すべき保護
帽が定められている



２ 荷役作業時の安全対策
⚫ 労働安全衛生規則が改正
⚫ 「昇降設備の設置」「保護帽の着用」「テールゲートリフターの操作に係る特別教
育」が義務化
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特別教育の義務化

荷を積み卸す作業におけるテールゲートリフターの操作※の業務を行う労働者に
対し、以下の科目、 時間について特別教育を実施（学科４時間、実技２時間）
特別教育を行ったときは、受講者、科目等の記録を作成し、3 年間保存



２ 荷役作業時の安全対策
⚫ 陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン
⚫ 陸運業に従事する労働者の荷役作業での労働災害を 防止するために、陸運事業者、
荷主、配送先、元請事業者などが取り組むべき事項を示したもの
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安全管理体制の確立等

○荷役作業の担当者の指名
○安全衛生方針の表明等
〇荷主等との安全衛生協議組織の設置

荷役作業における労働災害防止措置 

○荷役作業の有無の事前確認
○保護帽、安全靴の着用等
〇自社内の荷役場所を安全に作業が行えるよう改善

墜落・転落による労働災害の防止対策

○荷役作業を行う労働者の遵守事項 
○墜落防止施設・設備の使用
〇貨物自動車の荷台への昇降設備の使用
○自社内の施設・設備への安全帯取付設備の設置



２ 荷役作業時の安全対策
⚫ 陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン
⚫ 陸運業に従事する労働者の荷役作業での労働災害を 防止するために、陸運事業者、
荷主、配送先、元請事業者などが取り組むべき事項を示したもの
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フォークリフトによる労働災害の防止対策

○フォークリフトの運転資格の確認
○定期自主検査の実施
〇作業計画の作成
〇作業指揮者の配置
〇フォークリフトを用いて荷役作業を行う労働者の遵守事項
〇制限速度、安全通路等を定め、 見やすい場所に掲示通路の死角部
分へミラー等を設置（自社内）

○フォークリフトの走行場所と歩行通路を区分（自社内）

ロールボックスパレット等による労働災害防止対策

○ロールボックスパレット等、人力で荷役作業を行う労働者の遵守事項 
○ロールボックスパレット等の進行方向の視界を確保する
〇他の物との間に手足等を挟まれないよう、移動経路を整理整頓
○ 床・地面の凹凸や傾斜をできるだけなくす



２ 荷役作業時の安全対策
⚫ 陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン
⚫ 陸運業に従事する労働者の荷役作業での労働災害を 防止するために、陸運事業者、
荷主、配送先、元請事業者などが取り組むべき事項を示したもの
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転倒による労働災害の防止対策

○荷役作業を行う労働者の遵守事項 
○荷役作業場所等に合わせて、耐滑性、屈曲性のある安全靴を使用
〇整理整頓、床・地面の凹凸等のつまずき原因をできるだけなくす
〇荷役作業場所の段差をなくす、手すりの設置する、床面の防滑化
〇台車等の使用（荷物で手がふさがっていると転倒しやすくなるため）

荷役作業の安全衛生教育の実施

○荷役作業従事者、または従事する予定の労働者に対する安全衛生教育
○労働安全衛生法に基づく資格等の取得
〇作業指揮者等に対する教育
○日常の教育（危険予知訓練等） 



２ 荷役作業時の安全対策
⚫ 陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン
⚫ 陸運業に従事する労働者の荷役作業での労働災害を 防止するために、陸運事業者、
荷主、配送先、元請事業者などが取り組むべき事項を示したもの

21

陸運事業者と荷主等との連絡調整

○荷役作業の実施者について書面契約の締結を推進
○荷役作業の有無の事前確認（再掲） 

〇荷主等との安全衛生協議組織の設置（再掲） 

自動車運転者に荷役作業を行わせる場合の措置

陸運事業者の労働者が荷役作業を行う場合、疲労を考慮した十分な休憩
時 間の確保や着時刻の弾力化に配慮

陸運事業者間で業務請負等を行う場合の措置

陸運事業者が自ら受注した運送業務（荷役作業を含む）を他の陸運事業
者 に請け負わせる場合、元請事業場において請け負わせる事業場との協 
議組織を設置・運営し、作業間の連絡調整、作業場所の巡視、請負事業
場が行う労働者の安全衛生教育に対する指導・援助等を行う



２ 荷役作業時の安全対策

⚫ 陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン
⚫ 職場における腰痛予防対策指針
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腰痛防止対策

○荷役作業を行わせる事業者の実施事項
○荷役作業を行う労働者の遵守事項
〇できるだけ機械・道具を使った作業とするよう 施設、設備を改善



２ 荷役作業時の安全対策
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⚫ 職場訪問支援サービス（宮城産業保健総合支援センター）



３ 労働安全衛生法等の改正
⚫ 令和7年4月1日から、事業者が「労働者」に対して行う退避や立入禁
⚫ 止等の措置の対象者が「同じ場所で作業を行う全ての作業者」に拡大
⚫ 安全衛生対策の推進や、職場のメンタルヘルス対策などの措置を改正
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３ 労働安全衛生法等の改正
⚫ 令和８(2026 )年１月１日から段階的に施行
（一部は公布日 令和７年５月1 4 日に施行済み）

⚫ 安全衛生対策の推進や、職場のメンタルヘルス対策などの措置を改正

25



３ 労働安全衛生法等の改正
⚫ 令和８(2026 )年１月１日から段階的に施行
（一部は公布日 令和７年５月1 4 日に施行済み）

⚫ 安全衛生対策の推進や、職場のメンタルヘルス対策などの措置を改正
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改正の概要

１．個人事業者等に対する安全衛生対策の推進【労働安全衛生法】
労働者と同じ場所で働く個人事業者等を労働安全衛生法による保護の対象及び義務の主

体として位置づけ、注文者等や個人事業者等自身が講ずべき各種措置を定めました。
① 注文者等の配慮 令和7.5.14（公布日）施行
② 混在作業場所における元方事業者等への措置義務対象の拡大   令和8.4.1施行
③ 業務上災害報告制度の創設   令和9.1.1施行
④ 個人事業者等自身への義務付け       令和9.4.1施行
⑤ 作業場所管理事業者への連絡調整措置の義務づけ    令和9.4.1施行

２．職場のメンタルヘルス対策の推進【労働安全衛生法】

   公布後３年以内に政令で定める日に施行
ストレスチェックについて、現在当分の間努力義務となっている常用労働者数50人未満

の事業場についても、ストレスチェックや高ストレス者への面接指導の実施が義務づけら
れます。



３ 労働安全衛生法等の改正
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３．化学物質による健康障害防止対策等の推進【労働安全衛生法、作業環境測定法】
① 化学物質の譲渡等実施者による危険性・有害性情報の通知義務違反に罰則を設けられ、
通知事項を変更した場合の再通知が義務化されます（公布後5年以内に政令で定める日に
施行）。

② 化学物質の成分名が営業秘密である場合に、有害性が相対的に低い化学物質に限り、
通知事項のうち成分名について、代替化学名等での通知が認められます。（令和8.4.1施
行） 。

③ 個人ばく露測定について、作業環境測定の一部として位置付け、作業環境測定士等が
作業環境測定基準に従って行うことが義務となります（令和8.10.1施行） 。

４．機械等による労働災害の防止の促進等【労働安全衛生法】
① 特定機械等に係る製造許可申請のうちの設計審査や移動式クレーン及びゴンドラの
製造時等検査について、登録を受けた民間機関が行うことが可能となります（令和8.4.1
施行） 。

② 登録検査業者は特定自主検査の基準に従って検査を行わなければなりません。また、
不正に技能講習修了証や紛らわしい書面の交付を禁止し、不正を行った場合の回収命令、
欠格期間の延長が規定されます（令和8.1.1施行）。

５．高齢者の労働災害防止の推進【労働安全衛生法】（令和8.4.1施行）
○ 高年齢労働者の労働災害の防止を図るため、高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の
改善、作業管理などの必要な措置を講ずることが事業者の努力義務となります。また、
国は、事業者による措置の適切かつ有効な実施を図るための指針を定める予定です。

改正の概要



４ 職場における熱中症対策の強化
⚫ 死亡災害が２年連続で30人レベル
⚫ 熱中症は死亡災害に至る割合が、他の災害の約５～６倍

28

熱中症の災害発生状況
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熱中症の災害発生状況



４ 職場における熱中症対策の強化

⚫ 熱中症による死亡災害のほとんどが「初期対応の放置・遅れ」
⚫ 死亡に至らせない（重篤化させない）ための適切な対策の実施が必要

31

熱中症死亡災害（R２～R5・全国）の分析結果



４ 職場における熱中症対策の強化
⚫ 労働安全衛生規則の改正について
⚫ 「体制整備」、「手順作成」、「関係者への周知」が義務化

32

基本的な考え方

作業員の様子がおかしい 救急隊要請

医療機関への搬送

救急隊が到着するまで全

身を急速冷却



４ 職場における熱中症対策の強化

⚫ 「WBGT28度以上又は気温31度以上の環境下で連続1時間以上又は1日4時間を超
えて実施が見込まれる作業が対象

33

現場における対応



４ 職場における熱中症対策の強化

⚫ 「WBGT28度以上又は気温31度以上の環境下で連続1時間以上又は1日4時間を超
えて実施が見込まれる作業が対象

34

関係者への周知

わかりやすい場所への掲示 メールやイントラネットでの通知



４ 職場における熱中症対策の強化
⚫ 熱中症予防対策要綱に基づく取り組み

35

WBGT値（暑さ指数）の活用



４ 職場における熱中症対策の強化
⚫ 熱中症予防対策要綱に基づく取り組み

36

熱中症予防対策
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熱中症予防対策



５ 高年齢労働者の安全対策
⚫ 高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン
⚫ 令和８年４月１日から労働安全衛生法改正により、高年齢労働
者の労働災害防止を講ずることが事業者の努力義務となります

38



５ 高年齢労働者の安全対策
⚫ 令和７年度エイジフレンドリー補助金
⚫ 職場環境改善（熱中症予防対策プラン）

39



40

ご清聴ありがとうございました

【お問合せ先】

宮城労働局労働基準部健康安全課

（☎０２２－２９９－８８３９）
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